
遺族補償年金支給請求書の書き方 （１）※印欄には記入しない。

（２）通勤災害の場合は様式第16号の8を使用する。

（３）②には、死亡労働者の傷病補償年金に係る年金証書の番号を記入する。

（４）④の死亡労働者の所属事業場名称・所在地欄には、死亡労働者の直接所属する事業場
          が一括適用の取扱いをしている支店、工場、工事現場等の場合に記入する。
         
（５）⑥には、どのような場所で、どのような作業をしているときに、どのような物で又は
　　　そのような状況において、どのようにして災害が発生したかを簡明に記入する。

（６）平均賃金の算定基礎期間中に業務外の傷病の療養のため休業した期間が含まれている
          場合に、当該平均賃金に相当する額がその期間の日数及びその期間中の賃金を業務上
          の傷病の療養のため休業した期間の日数及びその期間中の賃金とみなして算定した平
          均賃金に相当する額に満たないときは、当該みなして算定した平均賃金に相当する額
          を⑦に記入する。

（７）⑧には、負傷又は発病の日以前１年間（雇入後１年に満たない者については、雇入後
          の期間）に支払われた労働基準法第12条第４項の３箇月を超える期間ごとに支払われ
          る賃金の総額を記入する。

（８）⑦の平均賃金の算定内訳及び⑧の特別給与の総額（年額）の算定内訳を別紙（様式第
          8号の別紙を使用すること。）を付して記入する。ただし、すでに提出されている場合
          は不要。

（９）死亡労働者が傷病補償年金を受けている場合には、①、④及び⑥には記入不要。

（10）死亡労働者が特別加入者であった場合には、
　　　1）⑦には、その者の給付基礎日額を記入する。
　　　2）⑧には、記入不要。

（11）この請求書（申請書）には、次の書類を添付する。
　　　1）死亡労働者の死亡診断書、死体検案書又は検視調書の写しその他労働者の死亡事実
　　　　  及び死亡の年月日を証明することができる書類。
　　　2）請求人（申請人）及び請求人（申請人）以外の遺族補償年金を受けることができる
　　　　  遺族と死亡労働者との身分関係を証明することができる戸籍の謄本又は抄本（請求
　　　      人（申請人）又は請求人（申請人）以外の遺族補償年金を受けることができる遺族
　　　　  が死亡労働者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあったも
　　　　  のであるときはその事実を証明することができる書類）
　　　3）請求人（申請人）及び請求人（申請人）以外の遺族補償年金を受けることができる
　　　　  遺族（労働者の死亡当時胎児であった子は除く。）が死亡労働者の収入によって生
　　　　  計を維持してたことを証明することができる書類。
　　　4）請求人（申請人）及び請求人（申請人）以外の遺族補償年金を受けることができる
　　　　  遺族のうち労働者の死亡の時から引き続き障害の状態にある者については、その事
　　　　  実を証明することができる医師又は歯科医師の診断書その他の資料。
　　　5）請求人（申請人）以外の遺族補償年金を受けることができる遺族のうち、請求人
　　　　  （申請人）と生計を同じくしている者については、その事実を証明することができ
　　　　  る書類。
　　　6）障害の状態にある妻にあっては、労働者の死亡の時以後障害のの状態にあったこと
　　　　  及びその障害の状態が生じ、又はその事情がなくなった時を証明することができる
　　　　  医師又は歯科医師の診断書その他の資料。

（12）⑩から⑫までに記載することができない場合には、別紙を付して所要の事項を記入する。

（13）死亡労働者が特別加入者であった場合には、④及び⑥の事項を証明することができる
　　　書類などを添付する。

（14）遺族補償年金の支給を受ける際、金融機関で受け取る場合は「金融期間」欄に記入する。
　　　郵便局で受け取る場合は「郵便局」欄に記入する。

（15）請求人が２人以上ある場合において代表者を選任しないときは、⑩の最初の請求人につ
　　　いて記入し、その他の請求人については別紙を付して所要の事項を記入する。
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